
工事等の発注および指名業者等の選考に関する基準 
 
 

〔昭和５１年 ４月１４日 監第 ２５５号〕 
改正〔昭和５２年 ５月１０日 監第 ４００号〕 
〃〔昭和５３年 ５月 １日 監第 ２７７号〕 
〃〔昭和５９年 ５月 １日 監第 ３８１号〕 
〃〔昭和６２年 ６月 １日 監第 ７３０号〕 
〃〔昭和６３年 ５月 １日 監第 ４７１号〕 
〃〔平成 ３年 ５月１７日 監第 ７４０号〕 
〃〔平成 ５年 ４月 ９日 監第 ４９４号〕 
〃〔平成 ６年 ４月 １日 監第 ３４０号〕 
〃〔平成 ７年 ５月１５日 監第 ５１１号〕 
〃〔平成１３年 ３月３０日 監第 ４０２号〕 
〃〔平成１４年１２月２４日 監第１６０１号〕 
〃〔平成１５年 ４月２３日 監第 ６２１号〕 

        〃〔平成１５年 ６月 ２日土管第  １７号〕 
                          〃〔平成１７年 ４月１８日土管第 ５７５号〕 
                          〃〔平成１７年 ６月２７日土管第 ８７６号〕 
                              〃〔平成１８年 ４月２８日土管第 ５１７号〕 

〃〔平成２４年 ３月 １日土管第 １６３号〕 
〃〔平成２５年 ５月 １日土管第 ４２９号〕 
〃〔平成２５年 ８月１４日土管第 ６８７号〕 

 
（目的） 
第１  この基準は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１１第２項および福

井県財務規則（昭和３９年福井県規則第１１号）第１６２条の規定に基づき、福井県が工事等を発

注するときの基準および指名業者等を選考するときの基準を定めるものとする。 
 
（定義） 
第２  この基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
  一  工事等 
      工事（機械類の製造を含む。）および測量等をいう。 
  二  測量等 
      工事に関連する測量、調査および設計業務ならびに道路清掃業務、除雪業務ならびに行政パト

ロール業務をいう。 
  三  指名業者等 
      工事等の指名競争入札に参加させる者および随意契約の相手方をいう。 
  四  資格者名簿 
      福井県競争入札参加資格者名簿をいう。 
  五  発注基準額 
      資格者名簿の等級区分に対応して発注することができる基準額（請負に付す額（税込み設計

額））をいう。 



  六  有資格者 
      工事にあっては、資格者名簿の当該業種に登載された者を、測量等にあっては資格者名簿に登

載された者をいう。 
  七  業種 
      建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）第２条第１項の別表の上欄に掲

げる建設工事の種類をいう。ただし、とび・土工コンクリ－ト工事にあっては、法面処理工事、

交通安全施設工事、とび・土木コンクリ－ト（その他）工事に区分するものとする。 
  八  業者 
      建設業者および測量等の業者をあわせていう。 
  九  営業所 
      法第３条第１項の許可、測量法（昭和２４年法律第１８８号）第５５条第１項の登録、建築士

法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の登録、建設コンサルタント登録規程（昭和３

９年建設省告示第１１３１号）第２条第１項の登録、地質調査業者登録規程（昭和５２年建設省

告示第７１８号）第２条第１項の登録または補償コンサルタント登録規程（昭和５９年建設省告

示第１３４１号）第２条第１項の登録を受けた営業所をいう。 
  十  管轄区域 
      福井県行政組織規則（昭和３９年福井県規則第２１号。以下｢規則｣という。）に定める管轄区

域をいう。ただし、規則に管轄区域を定めていない発注機関にあっては、当該工事施工地係を管

轄区域とする土木事務所の管轄区域をいう。  
 
（発注基準額等） 
第３  知事は、毎年度、当該年度に発注を予定している工事の種類別の事業量を総合的に勘案し、発

注基準額を定めるものとする。 
 
（発注基準額） 

業種 
等級 土木一式工事 建築一式工事 電気、管、鋼構造物

の各工事 ほ装工事 

    
Ａ 

35,000 千円以上 120,000 千円以上 25,000 千円以上 5,000 千円以上 
35,000 千円未満 120,000 千円未満 25,000 千円未満 5,000 千円未満 

Ｂ 
20,000 千円以上 30,000 千円以上 10,000 千円以上  
20,000 千円未満 30,000 千円未満 10,000 千円未満  

Ｃ 
10,000 千円以上 10,000 千円以上   
10,000 千円未満 10,000 千円未満   

Ｄ 
    

 
２  大工工事、左官工事、石工事、屋根工事、タイル・れんが・ブロック工事、鉄筋工事、しゅんせ

つ工事、板金工事、ガラス工事、塗装工事、防水工事、内装仕上工事、機械器具設置工事、熱絶緑

工事、電気通信工事、造園工事、さく井工事、建具工事、水道施設工事、消防施設工事、清掃施設

工事、法面処理工事、交通安全施設工事、とび・土工コンクリ－ト（その他）工事の各業種および

測量等については、発注基準額を定めないものとする。 
 
 



（指名業者等選考の基本原則） 
第４  工事等の指名業者等を選考するときは、厳正にして公平かつ経済性を旨とし、特定の業者に偏

しないようにするとともに、次の各号によるものとする。 
  一  当該工事の主たる工事または当該測量等の有資格者であること。ただし、測量等のうち、除雪

業務および行政パトロール業務については、当該業務に最も関連がある工事の有資格者であるこ

と。 
  二  県内に主たる営業所を有する業者（以下「県内業者」という）で施工可能な工事等については、

県内業者を選考すること。 
  三  「福井県工事等契約に係る指名停止等の措置要領」に基づく指名停止等の期間中の業者でない

こと。 
  四 前各号のほか、次に掲げる各事項を総合的に考慮するものであること。 

イ）同種、同程度の工事等の実績の有無および当該実績の成績の良否 
  （１）当該工事と同種同規模の施工実績があると認められること。 
  （２）地形、地質等自然条件、周辺環境条件等当該工事の作業条件と同程度と認められる条件下

での施工実績があると認められること。 
  （３）施工済工事の検査成績の良否を十分に尊重すること。 
    ロ）経営状態または信用状態の良否 
  （１）県発注工事に係る請負契約書に基づく工事関係者に関する措置請求に請負者が従わないこ

と等、請負契約の履行が不誠実である場合は指名しないこと。 
  （２）警察当局から、福井県知事に対し、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者またはこ

れに準ずるものとして、公共工事からの排除要請があり、当該状態が継続している場合など

明らかに請負業者として不適当であると認められる場合は指名しないこと。 
  （３）手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、経営状態が

著しく不健全である場合は指名しないこと。 
  ハ）当該工事等の施工に必要な技術者または技能者あるいは機械設備等の有無 
  （１）発注予定工事種別に応じ、当該工事を施工するに足りる有資格技術職員が確保できると認

められること。また、機械設備等が確保できると認められること。 
  （２）当該工事の履行に関し、適正な技術者の配置を行い、責任施工管理体制の整備がなされる

と認められること。 
    ニ）契約の履行についての地理的条件の良否 
  （１）工事の規模、施工場所等に応じて、適切な管轄区域内等に営業所を有する者であること。 
  （２）発注機関の長は、必要と認めるときは、当該管轄区域を細分して、指名業者を選考するこ

とができる。 
  （３）営業所の所在地または工事実績等から見て、当該工事を確実かつ円滑に実施できる体制が

確保できると認められること。 
  （４）経常建設共同企業体の場合は、当該共同企業体の代表者の所在地のみを考慮する。 
    ホ）発注時における手持ちの工事等の有無（この場合は､県以外の発注機関の工事等を含む。） 
        工事の手持ち状況から見て当該工事を施工する能力があると認められること。 
    ヘ）下請の発注工事および受注工事の状況および適否 
          県発注工事に係る請負契約に関し、一括下請、下請代金の支払遅延、特定資材等の購入強

制等について、下請契約関係が不適切であることが明白である場合には、指名しないこと。 
    ト）その他必要と認める事項 
  （１）県発注工事について、安全管理の改善に関し労働基準監督署等からの指導があり、これに



対する改善を行わない状態が継続している場合であって明らかに請負者として不適当であ

ると認められるときは、指名しないこと。 
  （２）賃金不払いに関する厚生労働省からの通報が福井県知事に対してあり、当該状態が継続し

ている場合であって明らかに請負者として不適当であると認められるときは、指名しないこ

と。 
  （３）過去における指名停止の状況を考慮すること。 
  （４）同一の者が複数の建設業者の役員を兼ねている場合には、当該業者を同一工事に指名し

ないこと。 
  （５）工事の施工に当たり、事故を起こし注意を受けた場合には、これを考慮すること。 
  （６）営業所の実態調査において不適切な事項があり、改善勧告等に応じない場合には、適正

と認められるまでの間は指名しないこと。 
     また、その後に適正と認められた場合であっても不適切な事項があったことに十分留意

すること。 
  （７）工事現場の施工体制の点検において不適切な事項があり、改善勧告を受けた場合には、

適正と認められるまでの間は指名しないこと。 
     また、その後に適正と認められた場合であっても不適切な事項があったことに十分留意

すること。 
  （８）経営事項審査において不適切な事項があり、指導を受けた場合にはこれを十分留意するこ

と。 
 五  工事にあっては、前各号のほか、次によるものであること。 
  イ）当該工事のうちに、法施行令（昭和３１年政令第２７３号）第２条に定める金額（１件３千

万円、建築一式工事にあっては４千５百万円）以上となる他の業種の従たる工事が有るときは、

特定建設業者（法第３条第１項第２号の建設業者）または当該従たる工事につき有資格者（こ

の場合に限り、格付け等級は除く）であるものを選考しなければならない。ただし、当該従た

る工事が主たる工事の付帯工事（法第４条の工事）と認められる場合はこの限りでない。 
  ロ）請負に付する額に対応する発注基準額の等級に格付けされている者であること。 
 
（中小企業の育成） 
第５  官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和４１年法律第９７号）の趣旨に

基づき、予算の適正な執行に留意しながら、中小企業者（中小企業基本法（昭和３８年法律第１５

４号）第２条第１号に規定するものをいう。）の受注機会の増大を図るため、指名業者等の選考に

あたっては、努めて相当の施工能力のある中小業者を選考するほか、次の措置を講ずるものとする。 
 一  工法、工程および規模よりみて可能な限り分離発注または適正な分割発注に努めること。 
  二 知事が別に定める要領により共同企業体を選考すること。 
  三 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合を選考すること。 
 
（指名業者等選考の基本原則の例外） 
第６  次の各号に掲げる場合は、第４の各規定にかかわらず、それぞれ当該各号に定めるところによ

ることができるものとする。ただし、原則として３等級にわたる選考は行わないものとする。 
 ＜県外業者を選考できる場合＞ 
    一  次に掲げる事項に該当する場合は、県外に主たる営業所を有する業者を選考することができ

る。 
      イ）大規模工事の場合 



      ロ）第五号に定める特殊と認められる工事等の場合 
 ＜請負に付する額に対応する発注基準額の等級に格付けされているもの以外を選考できる場合＞ 
    二  当該工事の施工地係もしくはその周辺に営業所を有する優良な者等で特に必要と認めたと

きは、当該等級より１等級上級または、１等級下級の等級に格付されたその者を選考すること

ができる。 
    三  継続して発注する一連の工事のうちの施工済工事の検査成績（施工中のものにあってはその

施工状況）が優良（当該工事に係る前年の工事検査評点が７０点以上）な当該工事の請負業者

は、当該等級より１等級上級または１等級下級の継続工事に選考できる。 
    四  その他、必要がある場合には、発注基準額より１等級上級または１等級下級の等級に格付け

された者を選考することができる。 
 ＜特殊工事等の場合＞ 
    五  別表に定める特殊または高度な技術、技能または機械設備を必要とする工事については第４

第四号ニの（１）および第五号ロ規定にかかわらず、当該工事の発注機関の管轄区域およびそ

の他の管轄区域から、発注することができる等級より上級または１等級下級の者で、当該技術、

技能または機械設備を有する者を選考することができる。  
 ＜その他の場合＞ 
    六  随意契約に付する場合は、当該工事の施工上必要とする相当な能力を十分勘案して選考する

ほか、工事にあっては、当該工事を発注することができる等級より上級または１等級下級の者

を選考することができる。 
＜緊急施工を要する場合の特別措置＞ 
    七  天災等諸般の事情により特に緊急施工を要する工事の場合は、前各規定（第４本文および第

４第一号は除く）にかかわらず、当該工事施工地係またはその周辺に営業所を有する者を選考

することができる。 
 
（指名業者選考委員会の審議） 
第７  指名業者の選考に当たっては、福井県発注建設工事等に係る請負契約の適正化等に関する要領

（昭和５０年１０月２日監第８８２号副知事通達）第１０条の規定に基づく各発注機関の「指名業

者等選考委員会規程」により、指名業者選考委員会の審議を得ることとする。 
 
 
附則 １．この基準は、昭和５１年５月１日より施行する。 
   ２．県工事等請負業者選定要領（昭和４１年１２月１７日副知事通達）は廃止する。 
附則 この基準は、昭和５２年 ５月１０日より施行する。 
附則 この基準は、昭和５３年 ５月 １日より施行する。 
附則 この基準は、昭和５９年 ５月 １日より施行する。 
附則 この基準は、昭和６２年 ６月 １日より施行する。 
附則 この基準は、昭和６３年 ５月 １日より施行する。 
附則 この基準は、平成 ３年 ６月 １日より施行する。 
附則 この基準は、平成 ５年 ５月 １日より施行する。 
附則 この基準は、平成 ６年 ４月 １日より施行する。 
附則 この基準は、平成 ７年 ５月１５日より施行する。 
附則 この基準は、平成１３年 ４月 １日より施行する。 
附則 この基準は、平成１５年 １月 ６日より施行する。 



附則 この基準は、平成１５年 ５月 １日より施行する。 
附則 この基準は、平成１５年 ６月 ２日より施行する。 
附則 この基準は、平成１７年 ５月 １日より施行する。 
附則 この基準は、平成１７年 ７月 １日より施行する。 
附則 この基準は、平成１８年 ５月 １日より施行する。 
附則 この基準は、平成２４年 ３月 １日より施行する。 
附則 この基準は、平成２５年 ５月 １日より施行する。 
附則 この基準は、平成２５年 ８月１５日より施行する。 
 
 
 
 
 



 
別表 （第６五関連） 
概ね次のとおりとするが、適用にあたっては慎重を期し、表にない工事等への適用、その他

疑義があれば事前に主管部長に協議するものとする。 
トンネル工事（照明設備以外の設備工事を含む。） 
橋梁上部工事（ＰＣ橋・鋼橋（補修を含む。）に限る。） 
ほ装工事 
大型ダム工事（基礎処理を要する工事または堤高１５ｍ以上の工事に限る。） 
推進およびシールド工事 
基礎工事（特殊工法に限る。） 
地盤改良工事（特殊工法に限る。） 
法面処理工事（吹付およびアンカー工等に限る。） 
ボーリング・グラウト工事（薬液注入を含む。） 
地下水排除およびさく井工事 
海上輸送を伴う工事（水中・海中工事および防波堤等を含む。） 
鉄道に隣接する工事 
機械設備工事（自動堰、水門、ポンプ、ダム放流設備、制御装置等） 
特殊建築工事 
建築に伴う特殊設備工事 
特殊解体工事 
山腹工事（落石防止工事または法枠工、枠組工、棚工等、多岐にわたる工種を組み合わせた

工事に限る。） 
ため池工事 
ほ場整備工事（面的工事に限る。） 
暗渠排水工事（水田、畑に限る。） 
パイプライン工事（水田、畑に限る。） 
発電所工事（水車、風車、発電機、送電設備、制御設備、水圧鉄塔管路等。ただし汎用品は

除く。） 
 
 


